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宮城県では、国の「高等学校等修学支援事業費補助金(奨学のための給付金)」を活用し、低中所得世帯の保護者等に対して授業料以外の教育費負担を軽減するため、奨学給付金を支給しています(返還の必要はありません)。
１　支給要件等
基準日※現在、私立の高等学校・中等教育学校（後期課程）・高等専門学校・専修学校（高等課程）・各種学校に在学する生徒の保護者で、次の要件を全て満たす場合に対象となります。
※７月１日（７月１日までに家計急変した場合は７月１日、７月２日以降に家計急変した場合は家計急変の発生した月の翌月(家計急変の発生した日が月の初日である場合は、家計急変の発生した月)の１日)
①保護者等全員の道府県民税所得割額及び市町村民税所得割額の合算（以下「所得割合算額」）が以下の世帯
家計急変による経済的理由から所得割合算額が以下の世帯相当まで収入が減少した世帯も対象となります。
・非課税世帯（生業扶助受給世帯を含む）
・100円以上182,500円未満世帯
②保護者等が宮城県内に住所を有していること
③高校生等が以下のいずれかの受給資格を有していること（特別支援学校を除く）
　・高等学校等就学支援金
　・高等学校等修学支援事業費補助金（高校生等・新修学支援）
　・高等学校等修学支援事業費補助金（学び直しへの支援金）
④児童福祉法による見学旅行費又は特別育成費が措置されていないこと（母子生活支援施設の高校生等を除く）
２　支給金額(年額）
表の区分毎に、以下の金額が支給されます。
	世帯区分
	全日制・定時制
	通信制

	Ａ
	生活保護（生業扶助受給世帯）
	年額52,600円
	年額52,600円

	Ｂ
	所得割合算額が非課税の世帯
	年額152,000円
	年額52,100円

	Ⅽ
	所得割合算額が
100円以上105,500円未満の世帯
	年額50,670円
	年額17,370円

	Ⅾ
	所得割合算額が
105,500円以上182,500円未満の世帯
	年額38,000円
	年額13,030円


※家計急変の場合の支給金額
①７月１日までに家計が急変した場合は、年額を支給
②７月２日以降に家計が急変した場合は、申請のあった月の翌月以降の月数に応じて月割りで支給
※外国人学校の生徒や令和8年3月31日以前に入学した留学生等はＡ又はＢの世帯のみ対象となる場合があります。

３　申請方法

　裏面に記載されている必要書類を下記提出先まで〇〇（郵送・持参等）してください。
	提出期限
	①所得割合算額が非課税又は基準額未満の世帯
	令和８年〇月〇日

	
	②令和８年７月１日までに家計が急変した世帯
③令和８年７月２日以降に家計が急変した世帯
	令和８年〇月〇日
令和９年〇月〇日

	提出先
	〇〇〇～



※　提出期日までに申請書類の提出が間に合わない場合は、事前に学校及び宮城県私学・公益法人課まで御連絡願います。
なお、事前連絡がない場合は、提出期日後の受付ができない場合がありますので、御了承下さい。
４　その他
(１)奨学給付金は、支給決定後、口座振込依頼書に記載の口座に振り込みます。支給は原則として受付順で行いますが、書類の不足や記載内容の確認が必要な場合は、順番が前後することがあります。
(２)支給時期をお問い合わせいただいてもお答えいたしかねます。支給の有無が決定しましたら、書面にてお知らせします。
(３)虚偽の申請や不正受給が判明した場合は支給決定を取り消し、返還及び延滞金を課す場合があります。
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【非課税相当の目安】

世帯構成

3人世帯

4人世帯

５人世帯

年収見込

2,216,000円未満

2,716,000円未満

3,216,000円未満

保護者等は宮城県に住んでいますか？

生業扶助（生活保護）を受給していますか？

保護者等の令和８年度所得割合算額が

表面の表の区分に該当しますか？

家計急変により、保護者等全員の家計急変後1年間の

収入見込が表面の表の区分相当ですか？

お住まいの都道府県にお問い合わせください。

下表の「共通」と「生業扶助受給世帯」の提出書類を期

限までに学校にご提出ください。

下表の「共通」と「家計急変世帯」の提出書類を期限ま

でに学校にご提出ください。

はい

いいえ

いいえ

はい

いいえ

はい

はい

下表の「共通」と「所得割合算額が非課税または基準額

未満の世帯」の提出書類を期限までに学校にご提出くだ

さい。


	世帯区分
	提出書類等

	共通
	(１)高校生等奨学給付金受給申請書
(２)口座振込依頼書(申請者本人の口座)
(３)振込先口座の通帳表紙等の写し(銀行名、支店名、口座番号、口座名義が確認できるもの)
(４) その他必要な書類(県から個別に依頼があったときのみ)

	所得割合算額が非課税または基準額未満の世帯
	(５)保護者等(父母等)全員の令和８年度の課税(非課税)証明書等(写し可)
※収入の有無にかかわらず保護者等全員分の提出が必要です。

	生業扶助受給世帯
	(６)基準日現在、生業扶助の措置状況が確認できる書類(写し可)

	家計急変世帯(※)
	(７)保護者等の家計急変の発生事由を証明する書類(写し可)
※離職票、雇用保険受給資格者証、解雇通告書、破産宣告通知書、廃業等届出など

※収入が無い保護者等については、令和８年度の課税(非課税)証明書等
(８)家計急変前及び家計急変後の収入を証明する書類(写し可)
【家計急変前】令和８年度の課税証明書等
【家計急変後】会社作成の給与見込(家計急変後１年分)、家計急変後３か月の給与明細、税理士又は公認会計士の作成した証明書類など


· 文部科学省が定める高等学校等就学支援金制度の家計急変事由一覧に該当する理由により、収入が生計維持者等全員の所得割額の合算額が上記世帯区分Ｂから世帯区分Ⅾの基準相当まで減少した世帯。
· 申請内容によっては、追加の提出書類が必要となる場合があります。

令和８年度宮城県私立高校生等奨学給付金について





 私立高等学校等専攻科に通う生徒への給付制度については、HPを御覧ください。





詳しくは宮城県のHPを御覧ください。








